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I .問題・目的

発達障害児の多くが不安症状をもつことが示されている。具体的には，自閉症スペクトラム障害（ASD）の子

どもが定型発達の子どもと比較して高い不安症状を示し（v姐 S臨 nsel,&Heem札 2017),40～50%が不安障害の

基準を満たすとされることや（White,Oswald, Ollendick, & Scahill, 2009）， 注意欠如多動性障害（ADHD）の子ど

もにおいては25%が不安障害を併せもつこと（Tannock,2009），限局性学習障害（LD）の子どもにおいても高い

不安をもつことがある（Nelson,& H紅wood,2011）。さらに，知的能力障害（ID）の子どもにおいてもやはり不

安症状が高いとみられている（Whi匂ker,&R伺d,2006）。

不安の高さはそれ自体が発達障害児を脅かすだけではなく (Muris, Steememan,Merckelbach, Holdrinet, & 

Meesters, 1998），社会的交流の阻害 （Kim,Sz.a回叩，Bryson,S出iner,& Wilson, 2000）やこだわりの強さ， 反復行

動（Blacketal.,2017;Lidstoneetal.,2014）につながることも示されており，支援の重要性は高い。

また，不安の高さだけではなく怒りの経験も多く（Quek,Sofronoff, Sheffield, White, & Kelly, 2012），攻撃行動

の多さも示されている（Ho,Stephenson, & Ca巾 r,2012）。怒りや攻撃行動の多さは周囲との良好な関係を妨げる

ため，このことがさらに社会的交流を阻害し，社会的スキルの発達も妨げることになるため，不安と同様に支

援の重要性は高いといえる。加えて，発達障害をもっ場合は自己の感情に対する認識そのものが苦手であるこ

とが示されており （Uljarevic& Hamilton, 2013），このことがそもそも不安や怒りの適切な対処に取り掛かる上で

の課題となっていると考えられる。

これらの発達障害児がもっ不安や怒りなどの感情の問題に対し，認知行動療法 （CBT）による支援の効果が確

認されているが（Ho,Carter, & St叩h四 son,2010; Sukhodolsky, Bloch, Panza, & Reichow, 2013; Ung, Selles, Small, & 

Storch, 2015），日本においては発達障害児の支援に関して感情面が注目されることは少なく， そのような支援の

報告はあまりみられない。

このような状況の中，筆者らは発達障害をもっ子どもが気持ちとうまくつき合っていくことを支援するため，

CBTに基づくプログラム PEACE(Yi回国1eMatsumoto & Ishin10to 2016）を開発しその効果を検証してきた
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(Is悩moto,Matsumoto, Yamane, 2017）。 PEACEは10セッションから構成されるプログラムであり，各セッシヨ

ンは 15～20分程度で実施される。その内容は，感情学習， リラクセーション，認知再構成，SST，ソーシャル

サポートの確認を含み， SocialEmotional Leaming (SEL）に位置づけられるものである。 PEACEは放課後等デイ

サービスでの職員による実践を前提として開発されたものであり， 医療や心理療法の専門家ではない者が大半

を占める放課後等デイサービス職員でも実施可能であるように構成されている。プログラム実施時以外での学

習内容の活用を促すため，最終回を除くそれぞれのセッションではホームワークも設定されているほか保護者

への通信も用意されており，プログラム実施時にとどまらず学習内容の日常的な利用と般化を促すことが目指

されている。

2012年に創設された放課後等デイサービスは，現在利用者数が急激に増加しており 2016年9月現在で154,840

人の利用者がいる（厚生労働省， 2017）。放課後等デイサービスの利用者は発達障害児に限らないものの，主な

利用者として発達障害児が大きな割合を占めている（石本， 2016; Matsumoもo,Ishimoto & Yamane, 2016）。放課

後等デイサービスにおける実施を行った理由については，発達障害児のもつ般化の困難性（H釦 is,1975）への対

策ということが挙げられる。学齢期の児童生徒は多くの時間を家庭や学校で過ごすことになるため，日常的に

利用することのない医療機関や訓練施設で支援を行った場合，支援の効果が訓練施設にとどまり， 家庭や学校

場面で十分に発揮されない可能性がある。また，医療機関や訓練施設等での支援は，単独での支援を受けたり

少数で支援を受けたりすることになりがちであり，学校の集団内でその支援の効果が十分に発揮されないこと

も懸念される。一方で放課後等デイサービスは日常的に利用する子どもが多く，同年齢や近い年齢の子どもた

ちの集団内で過ごすこととなることから，放課後等デイサービスの環境は比較的家庭や学校と近いものであり，

般化しやすい形での支援が行えると考えられる。

次に，職員による実施を行った理由については，継続的な実施の重要性が挙げられる。外部の医療や心理療

法の専門家による実施は一時的な支援にとどまりやすく，そこで得たスキルを日常的に利用していくことにつ

ながりにくい。また，不安や怒りなどの気持ちに関する困難性や強みは子どもによって大きく異なるが，日常

的に関りをもっていない外部の専門家による支援の場合，各子どもの困難性や強みに合わせた支援を行うこと

は難しい。さらに，行われた支援に対する職員の理解が十分でなければ，支援の方針とは沿わない形で日常の

支援が行われる可能性もある。一方で職員自身が支援を行う場合，プログラム外やプログラム終了後にも必要

に応じてプログラム内容に基づく支援を行うことが可能であり，子どもたちがプログラムで得たスキルを日常

的に利用することを促しやすい。加えて職員は多くの時間を子どもたちと過ごしているため，それぞれの子ど

もたちの困難性や強みを把握していることが多く，それぞれの子どもの必要性に応じて柔軟にプログラム内容

に強弱をつけて実施することも可能である。

以上の理由からPEACEでは放課後等デイサービスにおける職員による実施を行っているが，実際にプログラ

ムを実施した職員がプログラム外やプログラム終了後にもプログラム内容に基づく支援を行うためには，プロ

グラム実施を通して職員が子どもの気持ちに対処することに対する効力感を高めることが必要であると考えら

れる。ここでの効力感とは効力期待と結果期待の両者を含むものであり，効力感が低いということは支援が結

果につながらないと捉えられているということである。結果につながらないと捉えられている支援はあまり行

われないと考えられるため，効力感の向上が重要となる。また， 心理療法においては，実施者の心理療法に対す

る効力感がクライエントの適応向上につながることが示されており（Clemence, Hilsenro血，Ackerman,Strぉsle,&

Handler, 2005），放課後等デイサービス職員においても効力感をもつことで、子どもの適応向上につながることが

期待できる。

加えて，教師や看護師においては効力感と心理的適応の関連が示されており（池田・平野・坂口・森・玉田，2011;

良川・鈴木， 2006；草海， 2014など），放課後等デイサービス職員においても，効力感の向上によって心理的適
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応の向上につながることが予想される。心理的適応の向上がみられる場合，プログラムの実施が職員自身の利

得にもつながるため，より支援の継続性を高めることが考えられる。

以上のことから本研究では， PEACEを実施した放課後等デイサービス職員の実施前後における心理的適応お

よひ効力感の変化についての検証を行う。

II.方法

1 .調査対象者

プログラム実施の協力を得た 19の放デ、イ事業所でプログラム実施に関わる職員に回答を依頼した。回答を得

た実施前 119名，実施後 86名のうち，前後のデータがそろう 80名を分析対象とした。職員はプログラム実施

前にプログラム実施に関わる研修を受講した。研修の内容は，発達障害の基本的知識，認知行動療法の基本的

知識，プログラムの内容で構成され， 4～7時間で、行った。

2.調査時期・調査方法

実施前については，研修後かつプログラム開始前2週間以内，実施後についてはプログラム終了後 10日以内

に回答してもらうよう依頼し，開始前，終了後のそれぞれに事業所ごとに郵送で回収した。

3.調査内容

( 1) WH0-5精神的健康状態表

職員の心理的適応状態を測定するため， WH0-5精神的健康状態表（WHO,1998）を実施した。 WH0-5精神

的健康状態表は最近2週間の精神的健康状態について 5項目で尋ねるものであり， 2週間のうちどの程度それ

ぞれの項目の状態であったかを，「まったくない （1点）」から「いつも（5点）」までの5件法で回答を求めた。

(2）子どもの気持ちに対処することに対する効力感を測定する項目

子どもの気持ちに対して職員として理解したり対処したりできると思う効力感について， PEACEプログラム

で扱う内容に関連する6項目を作成し実施した（Tabl巴2）。それぞれどの程度自信があるかを，「まったく自信が

ない（1点）」から「白信がある（5点）」までの5件法で回答を求めた。

(3）フェイスシート

実施前の調査においては，常勤での勤務か非常勤での勤務か，放課後等デイサービス O臣童デイサービス含

む）での合計勤務年数，年齢について回答を求めた。 年齢については， 19歳未満， 20～29歳， 30～39歳， 40～

49歳， 50～59歳，60～69歳， 70～79歳，80歳以上の8択で回答を求めた。

E 結果・考察

1 .回答者の属性

年齢については80名のうち 1名が無回答であった。 79名のうち30代が最も多く （30.0%),40代， 20代と続

いた（Table！）。 19歳未満， 70歳以上の回答者はいなかった。

勤務年数については4名が無回答であった。勤務年数については年数で回答を求めていたが，小数での回答

Table！回答者の年齢分布 や月数での回答がみられたため，すべて月数に換算して集計を行った。平均値

n % 

20代 15 18.8 

30イ℃ 24 30.0 

40代 19 23.8 

50代 12 15.0 

60代 9 11.3 

欠損 1.3 

i口k雪ロt 80 100 

は32.1か月（SD=31.3）であり，最小4直0から最大値156まで広く分布があっ

た（中央値＝24.0，最頻値＝36.0）。

2.尺度の検討

子どもの気持ちに対処することに対する効力感を測定する項目6項目につ

いて，実施前，実施後のそれぞれのデータにおいて主成分分析を行った

(Table2）。その結果すべての項目において負荷量が高く第 1主成分の寄与率
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Table2子どもの気持ちに対処することに対する
効力感を測定する項目の主成分分析結果

負荷量
項 目

実施前実施後

子どもの不安を落ち着かせること

子どもの怒りやイライラを落ち着かせること

子どもの気持ちを切り替えること

子どもをリラックスさせること

子どもの気持ちを理解すること

子どもの考えを理解すること

.80 .68 

.78 .66 

.50 .48 

.60 .52 

.89 .67 

.86 .62 

は実施前53.8%，実施後60.3%であった。

また，クロンパックのα係数を算出したと

ころ，実施前.82，実施後.87となった。こ

れらのことから平均値を効力感の指標と

して用いることに問題がないと判断し，計

6項目 l次元構造の気持ちへの対処効力感

尺度（以下効力感尺度）とした。

3. 実施前後の比較

WH0-5は合計値を，気持ちへの対処効

力感尺度は平均値を尺度得点とし，実施前後の得点を比較した。その結果WH0-5については実施前後で有意な

差はみられなかったが，効力感尺度については有意な差がみられた（Table3）。効力感尺度については一項目ご

との得点も，実施前後で比較した。すべての項目で得点の上昇が示されているものの，有意な差がみられたの

はその内の4項目で、あった （Table4）。

プログラムで扱う内容に関する効力感を測定する効力感尺度について有意な得点、の上昇がみられ，プログラ

ムを実施することで子どもの気持ちにうまく対処できるという自信が身につくことが示された。項目ごとの検

定では，6項目中4項目において有意な得点、の上昇がみられ， PEACEが主に扱う気持ちである不安や怒りへの

対処について効力感を得ていることが示された。一方，有意な得点の上昇がみられなかった2項目について，1

つは「子どもの気持ちを切り替えること」であり， もう一方は「子どもの気持ちを理解すること」である。 PEACE

プログラム内ではリラクセーションや言葉の使用，場の離脱による気持ちの切り替えや認知再構成法を扱って

いるが，いずれも子ども自身が用いて気持ちを切り替えていくこととして扱っている。このことが，職員が子

どもの気持ちを切り替えることの効力感が上昇しなかったことと関連するとも考えられる。また，プログラム

終了後の職員からの聞き取りでは認知再構成の難しさが挙げられており，このことも気持ちを切り替えること

の効力感が上昇しなかったことの要因として考えられる。 子どもの気持ちの理解については実施前の段階で他

の項目に比べてやや較的得点が高く，すでに一定の効力感をもっていたことから得点、の上昇がみられなかった

可能性がある。

プログラムの実施を通して子どもの気持ちに対処することに対する効力感が高まり，そのことが職員の心理

的適応の向上につながることを予想したが， 上述の通り心理的適応の向上はみられなかったO 今回指標として

用いた WH0-5は生活全般における心理的適応を測定するものであるが， 仕事上で一部の子どもに対して実施

Table3プログラム実施前後のWH05と効力感の得点比較

Pre Post 
n t D g adj 

したプログラムの影響が生活全般における心

理的適応まで及ぶほどのものではなかったと

M (SD) M (SD）‘  

WH05 73 14.05 (3.66) 13.88 (4.17) .38 .705 

効力感 79 3.01 (.52) 3.19 (.57) -4.51 .000 

.04 
考えられる。また，本研究において測定した効

力感は子どもの気持ちへの対処に対する効力
.34 

Table4プログラム実施前後の効力感の項目ごとの得点比較

Pre Post 
n p g adj 
M (SD) M (SD) 

子どもの不安を落ち着かせること 80 2.90 (.69) 3.08 (.76) -2.33 .022 .24 

子どもの怒りやイライラを落ち着かせること 80 2.76 (.77) 3.04 (.80) -4.14 .000 .35 

子どもの気持ちを切り替えること 80 3.04 (.79) 3.14 (.69) -1.30 .196 .13 

子どもをリラックスさせること 80 3.03 (.71) 3.31 (.74) ・3.69 .000 .38 

子どもの気持ちを理解すること 80 3.19 (.70) 3.29 (.72) -1.30 .196 .14 

子どもの考えを理解すること 79 3.08 (.66) 3.27 (.71) -2.41 .018 .27 
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感であり職業全体への効力感で、はなかったことから， 心理的適応との関連につながらなかったとも考えられる。

4.職員の属性による変化の相違

職員の属性によってプログラム実施前後の得点の変化に相違があるかどうかを検討するにあたって，年齢に

ついては50代， 60代の回答者が少なかったためその両者を統合し 1つのカテゴリーとし，勤務年数について

は， 0～12か月まで， 13～36か月まで， 37か月以上の3つのカテゴリーに分けることとした。 勤務年数につい

ては分布の偏りが大きいため， O～12か月までが25名（31.3%),13～36か月までが36名（45.0%),37か月以

上が15名（18.8%）となった。

年齢と実施期による混合計画の分散分析を行ったところ（n=72），年齢の主効果および交互作用は WHOふ

効力感尺度ともに有意ではなかった（Table5）。

勤務年数と実施期による混合計画の分散分析を行ったところ （n=69），勤務年数の主効果および交互作用は

WH0-5，効力感尺度ともに有意で、はなかった（Table6）。

勤務形態と実施期による混合計画の分散分析を行ったところ （n=69），勤務形態の主効果は WH0-5，効力感

尺度ともに有意ではなかったが，交互作用ではWH0-5Iこついては有意ではなかったものの，効力感尺度につい

ては有意な値が示された（Table？）。このことから，効力感尺度において勤務形態による実施期の単純主効果の

検定を行ったところ，常勤については実施前後で得点の有意な差が示されたが，非常勤については実施前後で

の得点の有意な差は示されなかった（Table8）。

なお，各分析による分析対象者の人数の相違は，欠損値によるものである。

Table5年齢と実施期による分散分析結果 職員の属性による変化の相違を，年齢，

勤務年数，勤務形態において検討したとこ

ろ，年齢や勤務年数では変化の相違がみら

れなかったが，勤務形態では職員の属性に

よる実施前後の効力感尺度における変化

の相違が示された。常勤の立場の者は実施

前後で効力感の上昇がみられるものの，非

常勤の立場の者は実施前後で効力感の上

昇がみられなかった。今回の調査の対象者

は常勤の立場の者でも非常勤の立場の者

でもプログラム実施に関わっている者で

ある。 しかしながら，常勤の立場の者はプ

ログラム実施以外の時間においても子ど

もと関わる時聞が多く， プログラムで、扱っ

た内容をプログラム外で応用することが

可能である一方で，非常勤の立場の者はプ

Pre・Post 年齢
Pre-Post 
×年齢

F p E司
2 F p E可

2 F p E可
2 

WH05 .10 .759 .00 1.46 .233 .06 .52 .670 .02 

効力感 15.46 .000 .19 .87 .460 .04 .48 .695 .02 

Table6勤務年数と実施期による分散分析結果

Pre-Post 勤務年数
Pre・Post
×勤務年数

F p Eη 2 F p Eη 2 F p Eグ
2 

WH05 .24 .626 .00 .66 .521 .02 1.24 .295 .04 

効力感 14.06 .000 .18 .85 .433 .03 .62 .540 .02 

Table？勤務形態と実施期による分散分析結果

Pre-Post 勤務形態
Pre-Post 
×勤務形態

F p pη 2 F p pη 2 F p P司
2 

WH05 .23 .631 .00 3.00 .088 .04 .30 .584 .01 

効力感 6.12 .016 .08 1.91 .171 .03 7.19 .009 .10 

ログラム実施以外の時間において子
Table8勤務形態によるプログラム実施前後のWH05と効力感の得点比較

どもと関わる時聞が相対的に短くな
Pre-Postにおける
単純主効果勤務形態 n

Pre Post 

M (SD) M (SD) F p gadj 

常勤 46 13.60 (3.53) 13.63 (4.09) 
WH05 

非常勤 15 15.41 (3.45) 14.82 (3.24) 

常勤 46 3.02 (.52) 3.26 (.55) 30.05 .000 .45 
効力感

非常勤 15 2.96 (.34) 2.95 (.46) .01 .911 .02 

ることが考えられるため，プログラム

で、扱った内容をプログラム外で応用

することが難しくなるといえる。この

ため，非常勤の立場の者の効力感が上

昇しなかったと考えられる。また，今
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回の調査ではプログラム実施に携わった度合いについては尋ねていないため，そもそも非常勤の立場の者はプ

ログラム実施に携わった度合い自体が低いということも考えられる。 この場合でも非常勤の立場の者の効力感

の上昇がみられないこととつながるため，今後はプログラム実施に関わった度合いについても検討することが

必要であるといえる。

IV.総合考察

本研究では，発達障害をもっ子どもが気持ちとうまくつき合っていくことを支援するためのCBTに基づくプ

ログラムであるPEACEの放課後等デイサービスでの実践に関して， プログラムの継続やプログラム外での支援

スキルの使用に影響すると考えられる実施者の子どもの気持ちに対処することに対する効力感と効力感を得る

ことで上昇が期待される心理的適応について，プログラム実施前，実施後の三時点での得点の変化を検討した。

その結果，職員の属性を考慮しない分析において効力感の上昇がみられた一方で，心理的適応の上昇は見られ

なかった。また，職員の属性を考慮に入れた分析においては，年齢や勤務年数による差異はみられなかったも

のの，常勤か非常勤かという勤務形態による差異が見られ，常勤の立場で働くものは実施後に効力感の上昇が

みられた一方で，非常勤の立場で働くものは効力感の上昇がみられなかったo 心理的適応については，勤務形

態による差異もみられなかった。

これらの結果から，常勤の立場の者に限定されるものの， PEACEの実践によって実施者で、ある職員の効力感

の向上がみられることが示され，プログラムの実践が対象者である子どもたちへの効果にとどまらないことが

示唆された。このような効力感の向上はプログラム外やプログラム終了後のプログラム内容に基づく支援につ

ながることが期待されるが，今後は実際に効力感の向上が支援につながっているかどうか，さらにはそのこと

が子どもたちの適応の向上につながっているかどうかについての検証も必要であるといえる。 一方で，心理的

適応の向上がみられなかったことに関しては，上述の通り，効力感の向上が気持ちへの対処に対する点に限定

され職業全体への効力感については向上していなかったことによるとも考えられる。気持ちへの対処は放課後

等デイサービスの業務の中では一部にとどまるため，気持ちへの対処を扱うプログラムの実施だけで職業全体

への効力感を高めることは難しいといえ，職員の適応の向上につなげるためには職業全体への効力感を高める

ような研修等も併せて行っていくことが有効であると考えられる。

近年，日本においても学校における心理教育実践なかでも SELの実践が拡がりつつあり（石本・松本， 2016;

小泉， 2013; Matsumoto & Shirr由民2016；渡辺・山本， 2003など）， 今後のさらなる拡大も期待される（渡辺，

2015）。しかしながら，研究者自身による実践の報告も多く，その実践が現場でどの程度継続的に実施されるの

かについての検証が行われることは少ない。最近では実践の継続性としりた観点、からの検討もみられるが （石

本， 2017；小泉， 2016），効力感など実施者側の変容について検討するものはほとんどみられない。実施者が実

践に不満をもてば実践は継続されず（戸田， 2013），どれだ、け優れた実践であっても子どもたちに届くことはな

い。その意味で，本研究において実施者の変容について検討したことは意義が大きいと考えられる。今後は他

の実践においても，効力感や心理的適応の変化，満足感など実施者側の要因についても子どもへの効果と併せ

て検討を行っていくことで，より継続的で効果的な心理教育やSELの実践につながると考えられる。
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